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A. 研究目的 

小児リウマチ性疾患は希少疾患であるため、近隣

に専門施設がなく非専門施設で診療を受けている場

合や、専門施設で診療を受けるために長距離通院さ

れている場合がある。本邦における小児リウマチ性疾

患の診療実態を調査するため、最多疾患である若年

性特発性関節炎（JIA）の意見書情報から、居住地と

通院施設の地理的関連および、専門施設への通院・

診療状況を検討した。これらの結果から、本邦におけ

る小児リウマチ性疾患の診療地域較差を調査する。 
 
 
B. 研究方法 

１）専門施設／非専門施設の定義 

過去に、厚生労働科学研究費補助金「若年性特

発性関節炎を主とした小児リウマチ性疾患の診

断基準・重症度分類の標準化とエビデンスに基づ

いたガイドラインの策定に関する研究(H27-28)」

（班長 東京医科歯科大学 森雅亮）において、

小児リウマチ性疾患の疫学調査が行われた。日本

小児科学会認定教育施設 519 施設中 473 施設

（91.3％）から診療患者数について回答を得たが、

そのうち JIA を 10 名以上あるいは小児全身性エ

リテマトーデスを 10名以上診療している 55施設

から同意を得て、小児リウマチ中核施設診療マッ

プが策定され、日本小児リウマチ学会ホームペー

ジ 内 で 公 開 さ れ て い る

（ https://drive.google.com/open?id=1YGIC_Te

dxRZnQaog9BTg3hI2SRM&usp=sharing）。この中核

施設を「専門施設」、それ以外の施設を「非専門

施設」と定義して以下の検討を行った。 

２）専門施設／非専門施設別診療内容の比較 

意見書を記入した施設（通院先施設）が上記専
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門施設か非専門施設かを調べ、専門施設／非専門

施設ごとに病型割合、年齢（平均値、中央値）、

治療薬について調査した。有意差がある場合、p値

は Wilcoxon 検定により算出した。 

３）他府県受診と通院距離、専門／非専門施設

の関連性 

まず、意見書が提出された各自治体の窓口（保

健所や保健センター）のある都道府県（患児居住

地）が、意見書を記載した施設のある都道府県（通

院先）と異同があるかどうか調べた。上記が異な

る場合（他都道府県受診）、居住地都道府県庁と

通院先都道府県庁の直線距離を google map より

算出し、概算の通院距離と定義した。 

上記他都道府県受診者割合および概算の通院

距離について、県別・病型別・専門／非専門施設

別の状況について、年度ごとに評価を行った 

統計は、他都道府県別割合についてはFisherの

正確検定(両側検定)を、概算の通院距離について

は Wilcoxon 検定を用いた。 

 

（倫理面の配慮） 
本調査は、研究利用について同意がなされている

小児慢性特定疾病登録データを用いて行われてお

り、国立成育医療研究センター倫理審査委員会によ

る倫理審査（受付番号：1637）による承認済である。 
 
 
C. 研究結果 

１）2011-2014 年度意見書情報の概要 
2011‐2013 年は 2000 件を超える若年性特発性関

節炎の登録があった。2014 年度は年度途中で制度

の変更があったため全体の申請件数は少なくなった

が、新規申請者割合・病型割合・各治療薬の割合な

どは前年度までと大きく変化なく（図１・２、表１）、それ

以前と同様の背景をもつ患者群と判断し、今回の検

討に含めた。 
２）専門施設／非専門施設における患者群の比較 

非専門施設では多関節炎でリウマトイド因子（RF）

不明の症例が多かったが（2011-2013）、それ以外の

病型割合に差はなかった（図３）。専門施設の患者群

は非専門施設の患者群に比べ、全ての年で低年齢

であった（表２）。専門施設では免疫調整役と生物学

的製剤の使用率が高く、非専門施設では免疫抑制

剤の使用率が高かった（図４）。 
３）他都道府県受診率と、他都道府県の専門施設／

非専門施設への通院状況 
居住地都道府県と通院先都道府県が異なる患者、

すなわち他都道府県受診者割合の中央値（％）はそ

れぞれ、2011 年 14.3％、2012 年 10％、2013 年 10％、

2014 年 11.1％であった。割合が高い都道府県を年

度別に見ると、2011 年：茨城県（47.2％）三重県

（43.5％）奈良県（38.5％）徳島県（38.5％）東京都

（38.2％）、2012 年：茨城県（50％）三重県（48％）徳

島県（36.4％）東京都（33.7％）福島県（32.1％）、2013
年：茨城県（41.9％）、福島県（38.5％）、東京都

（35.9％）奈良県（35.7％）徳島県（33.3％）、2014 年：

滋賀県（50％）福島県（44％）東京都（36％）岐阜県

（３７％）徳島県（33.3％）山梨県（33.3％）であった（図

５）。 
他都道府県受診者において、居住地都道府県庁と

通院先都道府県庁の距離（km）を見たところ、平均

距離±SD が 2011 年 93.1±126.4、2012 年 94.4±

134.4、2013 年 93.1±140.1、2014 年 83.7±116 で、

中央値（25-75%）が 2011 年 47.0（28.8‐117.5）、2012
年 47.0（27.2‐104.2）、2013 年 45.0（27.2‐99.3）、2014
年 43.0（27.2‐93.9）で、年々短縮する傾向にあること

と、100km 未満が多い一方で 300ｋｍを超える患者も

少なからずいることが判明した（図６）。なお、他都道

府県受診率および都道府県庁間距離（km）は、各病

型間での差は認めなかった。 
専門／非専門施設別の他都道府県受診率は、専

門施設では 20～２５％、非専門施設では 7～8％と明

らかな差を認めた（p<0.0001）。都道府県庁間距離

（km）は、多くの年度において非専門施設通院者で

有意に長かった（表３）。なお、2005 年度、2008 年度

のデータを参照したところ、他都道府県受診者割合

は専門／非専門施設ともに大きな違いはなかったが、

都道府県庁間距離の中央値は専門施設で著しく短

縮していた。 
 
 
D. 考察 

１）全体 
2014 年度内に制度変更による影響があったものの、

患者背景は前年度までと変わりなく、それ以前の症
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例と同様の背景をもつ患者群と判断し、2014 年度も

今回の検討に含めた。 
２）専門／非専門施設別の患者背景 
RF 不明の症例が非専門施設で多かったことから、

専門施設と非専門施設では行われる検査項目に差

がある可能性が示唆された。専門施設の患者群と非

専門施設の患者群を比較したところ、病型割合に差

は認めなかったが、専門施設の患者群では有意に

平均年齢および年齢中央値が低かった。よって低年

齢の症例は病型に関わらず専門施設に紹介されて

いる可能性がある。治療においても専門施設／非専

門施設間で差があったが、これには①専門施設には

生物学的製剤が必要な重症の症例が多い②専門施

設ではより積極的に生物学的製剤へのステップアッ

プ治療を行っている、の二通りの可能性がある。しか

し、①であれば免疫抑制剤も専門施設で多くなること

が予想されるが、実際は逆であった。これは、①であ

る専門施設では生物学的製剤へのステップアップに

より免疫抑制剤の使用が減らせている可能性と、①

ではなく②が真の理由である可能性を考える。免疫

調整薬はオプショナル的要素があるため、専門施設

での使用が多いと推測される。いずれにしても、専門

施設／非専門施設間では治療についても差異があ

ると考える。 
３）他都道府県受診率と、他都道府県の専門施設／

非専門施設への通院状況 
 小児リウマチ性疾患は専門医・専門施設の数が少

なく、地域的偏在がある。専門治療のために遠方の

ん専門施設に通院を余儀なくされている患者は多い

と推測される。今回の検討では、他都道府県であっ

ても比較的近距離にある専門施設に受診している患

者群と、都道府県を超えても専門施設が近隣になく

非専門施設に長距離通院している患者群に二分化

されている現況が明らかとなった。首都圏・大都市圏

では公共交通網が発達しており、専門施設の密度も

高いことから前者の患者群が多いと考える。それ以

外では福島県の患者で年々県外通院者が増えてお

り、詳細な確認はできていないが、県内受診者の意

見書記載施設が 2011 年 10 施設➡2014 年 8 施設と

やや減少が見られ、震災後の小児医療体制変化が

影響した可能性も考慮される。 

意見書の予後データから治癒／寛解／軽快患者率

を専門施設／非専門施設で検討したが、各年度に

おいて有意差は認めなかった。全体的には以前より

専門施設の数も増え、通院距離の負担は軽減してい

る傾向にあるが、一部変化のない地域においては専

門医によるサテライト外来の開設など、地域を超えた

枠組みが必要であり、基幹病院・学会等の連携が望

ましい。 
 
 
E. 結論 

小慢意見書の調査により、小児リウマチ診療には公

共交通網の発達や専門施設の偏在による地域較差

の存在するものの、10 年前に比べ改善傾向にあるこ

とが判明した。学会が主導する形で、専門施設の拡

充や非専門施設／専門施設間の連携を行うことによ

り、患者の通院負担が軽減することが望まれる。 
 
 
F. 研究発表 

1. 論文発表 

今後、本研究結果をまとめて執筆予定。 
 
2. 学会発表 

今後、日本小児リウマチ学会で発表予定。 

 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

1. 特許情報 

なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

なし 
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